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建設業をとりまく現状について 
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建設産業は､地域のインフラの整備やメンテナンス等の担い手であると同時に､ 
地域経済・雇用を支え､災害時には最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り

手として、国民生活や社会経済を支える大きな役割を担う。 

 
 

 平成３０年７月豪雨災害では、岡山県、広島県の広範囲
に渡り、土砂災害・河川氾濫に対する啓開作業・応急復旧
作業に地元建設企業が尽力。 

【ミシシッピ川に係る高速道路橋の落橋
事故（2007年米ミネソタ州）】（出典：
MN/DOT) 

香川・徳島県境無名橋（鋼２径間単純トラ
ス橋）の落橋（２００７年） 

【インフラメンテナンスの必要性】 【災害の応急対応】 
▼社会資本の老朽化による被害 

建設産業の役割 

 
 
 
 
 

現下の建設産業を取り巻く環境 
  

中長期的なインフラの品質確保等のため、国土・地域づくりの担い手として、持続可能な建設産業の構築が課題。  

近年の建設投資の急激な減少や競争の激化等により、建設企業の経営を取り巻く環境の悪化と、現場の
技能労働者の減少、若手入職者の減少といった構造的な課題に直面。 
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 建設産業の役割と課題 



  

 
  
 

生産性向上 長時間労働の是正 給与・社会保険 

 
  
 

  罰則付きの時間外労働規制の施行の猶予期間（５
年）を待たず、長時間労働是正、週休２日の確保を図
る。特に週休２日制の導入にあたっては、技能者の多
数が日給月給であることに留意して取組を進める。 

○各発注者の特性を踏まえた適正な工期設定を推進
する 

 
・昨年８月に策定した「適正な工期設定等のためのガイド
ライン」について、各発注工事の実情を踏まえて改定す
るとともに、受発注者双方の協力による取組を推進する 

 
・各発注者による適正な工期設定を支援するため、工期設
定支援システムについて地方公共団体等への周知を進め
る 

○生産性の向上に取り組む建設企業を後押しする 
 
・中小の建設企業による積極的なICT活用を促すため、公
共工事の積算基準等を改善する         
・生産性向上に積極的に取り組む建設企業等を表彰する
（i-Construction大賞の対象拡大）  
・個々の建設業従事者の人材育成を通じて生産性向上につ
なげるため、建設リカレント教育を推進する 

○週休２日制の導入を後押しする 
 
・公共工事における週休２日工事の実施団体・件数を大幅
に拡大するとともに民間工事でもモデル工事を試行する  

・建設現場の週休2日と円滑な施工の確保をともに実現さ
せるため、公共工事の週休2日工事において労務費等の補
正を導入するとともに、共通仮設費、現場管理費の補正
率を見直す 

                       
・週休２日を達成した企業や、女性活躍を推進する企業な
ど、働き方改革に積極的に取り組む企業を積極的に評価
する  

・週休２日制を実施している現場等（モデルとなる優良な
現場）を見える化する 

 技能と経験にふさわしい処遇（給与）と社会保険加
入の徹底に向けた環境を整備する。 

○仕事を効率化する 
 
・建設業許可等の手続き負担を軽減するため、申請手続
きを電子化する  

・工事書類の作成負担を軽減するため、公共工事におけ
る関係する基準類を改定するとともに、IoTや新技術の
導入等により、施工品質の向上と省力化を図る  

・建設キャリアアップシステムを活用し、書類作成等の
現場管理を効率化する 

 

建設業働き方改革加速化プログラム（平成30年3月20日策定・公表） 

 i-Constructionの推進等を通じ、建設生産システム
のあらゆる段階におけるICTの活用等により生産性
の向上を図る。 

 
  
 

○技能や経験にふさわしい処遇（給与）を実現する 
 
・労務単価の改訂が下請の建設企業まで行き渡るよう、発
注関係団体・建設業団体に対して労務単価の活用や適切
な賃金水準の確保を要請する  

・建設キャリアアップシステムの今秋の稼働と、概ね５年
で全ての建設技能者（約３３０万人）の加入を推進する                        

・技能・経験にふさわしい処遇（給与）が実現するよう、
建設技能者の能力評価制度を策定する  

・能力評価制度の検討結果を踏まえ、高い技能・経験を有す
る建設技能者に対する公共工事での評価や当該技能者を雇
用する専門工事企業の施工能力等の見える化を検討する  

・民間発注工事における建設業の退職金共済制度の普及を
関係団体に対して働きかける 

○社会保険への加入を建設業を営む上でのミニマム・
スタンダードにする 

 
・全ての発注者に対して、工事施工について、下請の建設
企業を含め、社会保険加入業者に限定するよう要請する  

・社会保険に未加入の建設企業は、建設業の許可・更新を
認めない仕組みを構築する 

○限られた人材・資機材の効率的な活用を促進する  
・現場技術者の将来的な減少を見据え、技術者配置要件の合
理化を検討する  

・補助金などを受けて発注される民間工事を含め、施工時期
の平準化をさらに進める ※給与や社会保険への加入については、週休２日工事も  

 含め、継続的なモニタリング調査等を実施し、下請まで  
 給与や法定福利費が行き渡っているかを確認。 

 
  
 
○重層下請構造改善のため、下請次数削減方策を検討する 

○ 日本全体の生産年齢人口が減少する中、建設業の担い手については概ね１０年後に団塊世代の大量離職が見込まれており、その持続可能性が危ぶまれる状況。 
○ 建設業が、引き続き、災害対応、インフラ整備・メンテナンス、都市開発、住宅建設・リフォーム等を支える役割を果たし続けるためには、これまで
の社会保険加入促進、担い手３法の制定、i-Constructionなどの成果を土台として、働き方改革の取組を一段と強化する必要。 

○ 政府全体では、長時間労働の是正に向けた「適正な工期設定等のためのガイドライン」の策定や、「新しい経済政策パッケージ」の策定など生産性革
命、賃金引上げの動き。また、国土交通省でも、「建設産業政策2017＋10」のとりまとめや６年連続での設計労務単価引上げを実施。 

○ これらの取組と連動しつつ、建設企業が働き方改革に積極的に取り組めるよう、労務単価の引上げのタイミングをとらえ、平成３０年度以降、下記３
分野で従来のシステムの枠にとらわれない新たな施策を、関係者が認識を共有し、密接な連携と対話の下で展開。 

○ 中長期的に安定的・持続的な事業量の確保など事業環境の整備にも留意。 
                        ※今後、建設業団体側にも積極的な取組を要請し、今夏を目途に官民の取組を共有し、施策の具体的展開や強化に向けた対話を実施。 
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準天頂衛星 
（みちびき） 

主 桁 

横 桁 

検査路 

横 構 

Society5.0におけるi-Constructionの「深化」 
○Society5.0においてi-Constructionを「深化」させ、建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す 
○平成30年度は、ICT施工の工種拡大、現場作業の効率化、施工時期の平準化に加えて、測量から設計、施工、維持管理に至る
建設プロセス全体を3次元データで繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、利活用を加速化するとともに、国際標準化の動きと連携 

機器活用による測量 2次元図面による設計 

ドローン(レーザースキャナ)や 
準天頂衛星システム(みちびき)を 
活用し、効率化、高密度化した 
面的な3次元測量 

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工 

測量 設計 

施工 維持管理 

3次元モデルによる可視化と 
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化 

ICT施工の工種拡大、 
3次元データに基づく施工、 
デジタルデータ活用による 
新技術の導入拡大等 

ロボットやセンサーによる 
管理状況のデジタルデータ化、 
3次元点検データによる可視化 

測量 設計 

施工 維持管理 

建設プロセス全体を3次元データで繋ぐ 

社会への実装 
バーチャルシティによる 

空間利活用 
ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる 

デジタル基盤地図の作成 

ドローン 
GPS 

3Dデータ 
VR 

自動化 
ビックデータ 

ロボット 
AI 

河川・堤防

トンネル

鉄道
空港

○○km

道路法面緑化

石垣

自動車専用道路

保存樹木

街路・街路樹

宅地

公園・緑地

タンク

駅・駅前広場

農業用水路

圃場整備

従来手法 

i-Construction 

国際標準化の動きと連携 

３次元設計データ等を通信 
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民 間 公 共

Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度

i-Construction トップランナー施策 （Ｈ２８～） 

ICTの全面的な活用（ICT土工） 施工時期の平準化 

○ 公共工事は第1四半期(4～6月)に
工事量が少なく、偏りが激しい。 

○ 適正な工期を確保するための２
か年国債を設定。Ｈ２９当初予算
においてゼロ国債を初めて設定。 

（工事件数） （i-Construction）

平準化された
工事件数

＜技能者＞
・収入安定
・週休二日

＜発注者＞

・計画的な
業務遂行

＜受注者＞

・人材・機材
の効率的
配置

平準化 

（工事件数） 閑散期 繁忙期 （現状）
現状の工事件数

＜技能者＞

・閑散期は仕事
がない

・収入不安定

・繁忙期は休暇
取得困難

＜発注者＞

・監督・検査
が年度末
に集中

＜受注者＞

・繁忙期は監理技
術者が不足

・閑散期は人材・
機材が遊休

○設計、発注、材料の調達、加工、組立等
の一連の生産工程や、維持管理を含めた
プロセス全体の最適化が図られるよう、全
体最適の考え方を導入し、サプライチェー
ンの効率化、生産性向上を目指す。 

○Ｈ２８は機械式鉄筋定着および流動性を
高めたコンクリートの活用についてガイド
ラインを策定。 

○部材の規格（サイズ等）の標準化により、
プレキャスト製品やプレハブ鉄筋などの工
場製作化を進め、コスト削減、生産性の向
上を目指す。 

プレキャストの進

化 

©大林組 

©三井住友建設 

（例）定型部材を組み合わせた施工 

（例）鉄筋のプレハブ化、埋設型枠の活用 現場打ちの効率化 

全体最適の導入 
（コンクリート工の規格の標準化等） 

クレーンで設置 中詰めコン打設 

クレーンで設置 

○調査・測量、設計、施工、検査等のあ
らゆる建設生産プロセスにおいてICTを
全面的に活用。 

○３次元データを活用するための１５の
新基準や積算基準を整備。 

○国の大規模土工は、発注者の指定で
ICTを活用。中小規模土工についても、
受注者の希望でICT土工を実施可能。 

○全てのICT土工で、必要な費用の計上、
工事成績評点で加点評価。 

ドローン等を活用
し、調査日数を削
減 

３次元設計データ
等により、ICT建
設機械を自動制御
し、建設現場の
ICT化を実現。 
 

３次元測量点群デー
タと設計図面との差
分から、施工量を自
動算出 

【建設現場におけるICT活用事例】 
規格の標準化 全体最適設計 工程改善

コンクリート工の生産性向上のための３要素

《3次元測量》 

《ICT建機による施工》 

《3次元データ設計図》 

出典：建設総合統計より算出 

7 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 



 
 

施工が“変わる” 
＝ICT建機による施工 

 

従来の施工 
• 丁張りを目安に施工 
• 何度も丁張りと比べてチェック（丁張

りの間は、技術者の経験と勘に依
存） 

 

ＩＣＴ建機 
• 実際の丁張りは不要。モニタ上

に丁張り（３次元データ）との差
がリアルタイム表示 

• マシンコントロールでは、設計
面に沿って作業装置（ブレード
やバケット）を動かすことが可能。 

 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 資料から  8 



丁張（木
の目印）

から 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 資料から  9 



３次元
データへ 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 資料から  10 



３次元データ
を目印にした

施工へ 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 資料から  11 



 
 

測量が“変わる” 
＝点群データの活用（点→面） 

 

点（高さ、寸法）の管理 
• 測りたいあるいは測るべき箇所を定

める（点の増加＝手間の増加） 
• 技術者が測るべき場所を判断 
  （技術者の判断に依存） 
• 簡易に準備できるスケール・レベルで

測れる （低コスト） 
 

面での管理 
• 全て測る 
  （点の増加≠手間の増加） 
• 全ての計測箇所で設計値と対

比が可能（ほぼ自動） 
• 特定箇所（角やピンポイントの

箇所）は測れない 
• 専用の計測装置あるいは解析

装置が必要 
 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 資料から  12 



断面の計
測から 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 資料から  13 



３次元の
面的な計

測へ 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 資料から  14 



地上型レーザースキャナー 

一般社団法人 日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 資料から  15 
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ＩＣＴ土工の実施状況・効果 
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平成２９年度の状況 

発注方式等 
発注者 
指定型 

施工者 
希望Ⅰ型 

施工者 
希望Ⅱ型 

合計 実施率 未実施 

ICT 
土工 

実施状況 
（実施件数／協議済み件数） 

１５／１５ ４１／４５ ２３／７６  ７９／１３６ ５８％ ５７／１３６ 

ICT 
舗装 

実施状況 
（実施件数／協議済み件数） 

 ０／ ０ １０／１０  ６／１０  １６／ ２０ ８０％  ４／ ２０ 

中国地方整備局 ＩＣＴ活用工事の実施状況 

○平成28年度までに、ＩＣＴ土工を８２件実施 
○平成29年度から「ＩＣＴ舗装」、「ＩＣＴ浚渫」に着手 

17 

平成３０年度の状況（平成３０年１０月２０日現在） 

発注方式等 
契約済み 

件数 
協議中 

発注者 
指定型 

施工者 
希望Ⅰ型 

施工者 
希望Ⅱ型 

合計 実施率 未実施 

ICT 
土工 

公告状況 
（公告済件数／発注予定件数） 

 ２／ ７ １４／３２ ４９／５９ ６５／９８ 

実施状況 
（実施件数／協議済み件数） 

４５ ６  ２／ ２ １１／１２  ６／２５ １９／３９ ４９％  ２０／３９ 

ICT 
舗装 

公告状況 
（公告済件数／発注予定件数） 

 ０／ ０  ０／ ０ １１／１２ １１／１２   

実施状況 
（実施件数／協議済み件数） 

８ ３  ０／ ０  ０／ ０  ２／ ５  ２／ ５ ４０％  ３／ ５ 

※H29年度のICT浚渫は発注者指定型で２件を実施 

※H30年度のICT浚渫は発注者指定型で３件を予定（現在１件実施中） 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 



13.6 

6.7 

10.0 

9.1 

139.6 

100.0 

9.1 

5.3 

5.2 

2.5 

177.5 

123.6 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0 140.0 160.0 180.0 200.0

従来施工 

ICT

起工測量 ～ 完成検査までの合計時間(平均) 

起工測量 測量計算 施工 出来形計測 完成検査 合計 

i-Construction ＩＣＴ土工の活用効果 （中国版） 

※平均土量 ５０，４５８ｍ３ 

□ 起工測量から完成検査まで土工にかかる一連ののべ作業時間について、平均３０．４
％の削減効果がみられた。 
□ 全国と比較しても概ね同じような削減率となった。 

ICT建機による施工 

３次元測量 

ICTによる出来形検査 

• ＩＣＴ施工平均日数 １２３．６人日 （調査表より実績）  
• 従来手法平均日数 １７７．５人日 （調査表より自社標準値） 
• のべ時間 ３０．４％ 削減 

（※）回収済 Ｎ＝２６の内有効な２１での集計結果  

（人日） 
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約３割削減！ 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 



１．時間短縮 
  ・起工測量から完成検査まで土工にかかる延べ時間が 
  ３０．４％削減。 

 
２．実施体制 
 ・起工測量は、従来は５４％が自社、３D測量は自社３％ 
  にとどまる。 
 ・設計データ作成は、従来は５８％が自社、３D設計デー 
  タ作成は、自社１９％にとどまる。 
 ・出来形計測は、従来は３５％が自社、UAV等の出来形 
  計測は、自社１３％にとどまる。 
 ・外注先は、７割近くが中国地方の状況。 

 
３．施 工 
  ・若手オペレータでも熟練オペレータなみの施工可能。 
 （熟練オペレータはより高精度な施工を効率良く実施出 
  来る。） 
  ・法面整形面の仕上がり精度が大きく向上。 

４．出来形 
  ・ＩＣＴ活用により、施工規模・場所に関係なく、バラツキが
非常に少ない良好な出来形となっている。（出来形バラツキ 
±５０％以内の比率92.4%～100%） 

 ・出来形帳簿にヒートマップを表示できるため、出来形 
    のバラつきを面で把握出来る。 

 
５．安全性 
  ・施工途中で丁張設置及び施工確認のために重機エ 
    リアに作業員が立ち入ることがなくなり安全性向上。 
  ・法面整形時の目視による整形確認がないため、法面 
  からの滑落、重機との接触事故等の危険性が減少。 
  ・ ＩＣＴ建機位置情報の活用により、上下作業チェック、 
   土砂運搬路計画等安全管理に役立てられる。 
 

■施工者からの改善要望 
 ・３次元データの設計で発注が行われると、作業効率が向上する。 
 ・３次元データ作成において、曲線部の横断図の分割方法の基準がない。 
 ・ＩＣＴ建機はリース料が高く、積算を見直して欲しい。  
 ・ＴＳの出来形管理と比べ、３次元出来形管理は費用負担が大きい。 

i-Construction ＩＣＴ土工の活用効果と課題 （中国版） 

 

 
 

 
 

 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

最近の議論 （ICT導入協議会） 

20 



ICTの全面的活用を実現する工種拡大イメージ（道路工事） 

※第7回 ICT導入協議会資料より（H30.7.26) 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

ＩＣＴ土工－より効果を高める工夫 

22 



 

ICT活用工事の必須要件（3次元出来形管理）の緩和 

 3次元出来形管理については、一度に広範囲の計測を短時間に実施することに生産性向上の面
から優位性があるが、段取り次第では、3次元か従来手法かによらず、出来形管理を小ロットで行
わざるを得ず、3次元出来形管理の優位性が発揮できない状況があった。 
 

 このような場合、従前は3次元出来形管理が必須要件であったがために、優位性が無い状況にお
いても実施無ければならなかったが、竣工直前の出来形計測（つまり出来形管理には用いない）
を3次元計測で行い納品することを明示的に選択できるようにした。 

例）斜面を切り下げながら、法面処
理を行う場合、掘削後すぐに法枠、
あるいは植生等の施工に入ることか
ら、1段ごとに面管理を行わざるを得

なくなる。このような場合で、従来の
TS出来形管理の方が時間的にも優
位性がある場合が考えられる。 

一方、i-Constructionの理念として、3次元ﾃﾞｰﾀの流通により、
工事という単一ﾌﾟﾛｾｽの効率化だけではなく、建設生産ﾌﾟﾛｾｽ全
体の効率化があり、竣工直前の3次元（出来形）計測結果を残
すことそのものの優位性はある。 

竣工直前の3次元出来形計測を行い、納品する。 
（3次元出来形管理は免除） 出来形管理は従来手法で実施 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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ICT活用工事の実施体制の課題 

 
  
  

 
 

 

 
   

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 ⇒ ICT施工のノウハウを、地元企業に普及 

 

 
 

 

  
  

 
 

 

 

 

  
  

●従来の体制だけでは、県外の大手建設機械メーカー頼みとなり、地元企業にICT活用のノウハウが 
 蓄積され難い（本格導入時の受給体制に課題） 
●地元の設計・測量コンサルタントや建設機械リース会社等と連携し、それぞれの役割に応じたＩＣＴ 
 活用の技術力向上による体制強化が必要 
●i-Construction推進連絡会や説明会・セミナー等を通じた取組紹介などで全体の底上げを支援 

＜島根県の事例＞ 

・ICT施工の一元管理、 
 情報の共有化 
・課題整理、対策検討 
 を統括（測量機器の 
 賢い選択等） 
・現地に応じた3次元 
 設計データの修正、 
 出来形管理活用 

専用機でなく
てもICT機器
装着で対応 

最新の測量技術・ 
機器活用に対応 ※測量機器取扱 

   業者がフォロー 

 

 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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ICT建機の工夫（小型建機改造での対応例） 

●既存の小型バックホウ（0.10m3級）に、ブルドーザーの排土板制御システムを流用 
●排土板の左右アームを個々制御出来るように改良 
●機械の位置はトータルステーション（自動追尾）を活用、ICT建機として、小規模工事（歩道整備） 
  に活用 

小型建機も既存パーツ活用でICT建機に 

※当該現場の取組の結果、メーカーが製品化に踏み切る 

バックホウ 010m3級（3.5ｔクラス） 排土板制御システム流用（幅1.55m） 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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山口県ＩＣＴ活用工事に係る勉強会（H30.8.10)での注目のコメント 

●(株)Ａ土木  取締役（中部地整・ICTアドバイザー）が講演 
 ・愛知県で市発注工事をメインに受注 
 ・自社で測量・設計・施工を一括して手掛け、市発注の通常積算でも十分利益を計上 
●自社の取組を報告され、反響があったことから注目コメントを紹介するもの 

 普段は1人でドローンとレーザースキャナーとGNSSを持ち歩く。職人に気を遣わず、好きな時に
測量出来るのが良い。 

 工事費1800万円の通学路整備でICTを実施（仮設階段、MCで仕上げ面を痛めないように）。代理
人はMC建機に。DTの積み込み速度を上げるため「積み込み」のオペは熟練工で対応。 

 毎日40名の予定をホワイトボードに書き込んでいたのを、無料のシステムで共有。会社の機械が
どこで何をしているか共有 ⇒ 機械や材料のロスが無くなり利益が増加 

 ICT施工で稼働日数が短縮 ⇒ すぐ他の工事に入れる（余った時間をどれだけ使うかが大事） 
 MCを使った工程の組み方を変える必要がある。土砂搬入の待ち時間があるなら、無理してICTを

やる意味が無い。 
 （儲けるため）i-conフルパッケージは必要ない。小さい現場でも、測量に関しては3次元でやっ

た方が格段に早い。 
 タブレットで3次元表示出来れば、マンホールの蓋等の調整立会でいちいち現場に水糸張らずに

確認が出来る 
 ICTは儲からないという人は、おおよそ技術を導入で満足する人で、たくさん見てきた。 
 i-conで儲けるためには、「現場で困っていること」「会社で困っていること」から取り組む。 

講演者 

注目コメント 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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ICT土工対象外の3次元データの現場活用（作業土工） 

●ICT活用工事において、現在構造物工の「作業土工」は対象外 
●掘削において、ICTバックホウの効果が発揮されるのは、対象土工の設計面付近（床堀等も有効） 
●ICT土工で使用した機械を、「作業土工等にも活用」することで、重機を遊ばせること無く、かつ他 
  の作業効率を上げるなどから、現場でトータル的に効率化を図るとともに経費も節減 

ICT活用工事は「トータル」で効率化、経費削減 

床堀作業への活用① 
・丁張り不要 
・見にくい作業でもオペ 
 降車不要 

床堀作業への活用② 
・「①」に加え、「補強土壁
工」背面の掘削精度向上で
間詰め（注入等）材のロス
軽減 

補強土壁工 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

補助金・税制等 

28 



区分 制度 対象 実施機関 問い合わせ先 ＨＰ 

補助
金 
 

① 
ものづくり・商業・サービ
ス経営力向上支援事業 

生産性向上に資する
投資計画 

購入費 
 全国中小企業団
体中央会 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/2018/18
0803mono.htm 
 
https://www.chuokai.or.jp/hotinfo/29mh_2koubo20
180803.html 

② 
サービス等生産性向上
ＩＴ導入支援事業 

ＩＴツールのソフト本体、
クラウドサービス、導
入教育費用他 

購入費 
 サービスデザイン
推進協議会 

https://www.it-hojo.jp/ 

 
https://www.it-
hojo.jp/h29/doc/pdf/h29_application_manual.pdf 

③ 
省エネルギー型建設機
械導入補助事業（地球
温暖化対策） 

低燃費型（３つ星以
上）のICT・ハイブリッ
ド・電気駆動の建機 

購入費 
（一財）製造科学
技術センター 

http://www.eco-kenki.jp/ 

人材 
育成 

 
④ 

人材開発支援助成金 
ICT土工をはじめとす
る特定訓練の経費や
賃金補填 

研修費 
賃金補
填 

職業能力開発促
進センター等 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-
11600000-Shokugyouanteikyoku/0000201704.pdf 

補助金・税制・融資等支援一覧 
平成30年11月時点 

※3次公募中：平成30年9月12日～平成30年12月18日 

※H28補正：予算763億円（約6,200件） 
※H29補正：予算1,000億円（約9,500件） 

※H28補正：予算100億円（約6,800件） 
※H29補正：予算500億円 

※H29年度：予算14.1億円（約700件） 
※H30年度：予算12.7億円 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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※申請受付中：平成31年3月13日まで 

※申請受付中：平成31年3月31日まで 



区分 制度 対象 実施機関 備考 

税制
優遇 

⑤ 
中小企業等経営強化
法 

生産性が年平均１％
以上向上する建設機
械、情報化施工機器 
等 

固定資
産税 

市町村 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2018/
180601zeiseikinyu.pdf 

⑥ 
生産性向上特別措置
法 

生産性が年平均３％
以上向上する建設機
械、情報化施工機器 
等 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/in
dex.html 

⑦ 
中小企業経営強化税
制 

生産性が年平均１％
以上向上する建設機
械、情報化施工機器 
等 

法人税、
所得税、
法人住
民税、事
業税 

国（法人税、所得
税）、都道府県（法
人住民税、事業
税）、市町村（法人
住民税） 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2018/
180601zeiseikinyu.pdf 

⑧ 
中小企業投資促進税
制 

建設機械、情報化施
工機器 等 

http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2014/ty
uusyoukigyoutousisokusinzeisei.htm 

低利
融資 

⑨ IT活用促進基金 
情報化施工機器の購
入・賃借 

購入・賃
借 

(株)日本政策金融
公庫 

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/11_itsikin_m
_t.html 

⑩ 
環境・エネルギー対策
資金 

建設機械 購入 
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kankyout
aisaku_t.html 

補助金・税制・融資等支援一覧 
平成30年11月時点 

※H29末時点 
経営力向上計画の認定件数 
⇒1,000件以上 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

参考資料 
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 各県i-Construction推進連絡会の取組 

○設置目的  
  i-Constructionの３つの視点のうち「ICTの活用」について、発注機関の取組状況などの情報共有、建設業界の意見を踏まえた普及における課題の対

応策を検討・実施することにより、建設現場における生産性向上を図るとともに、魅力ある建設産業の実現、良質な社会資本の提供に寄与することを
目的に設置。 
 各県毎に各現場での課題や意見について、「 i-Construction推進連絡会」で対応策を検討、実施するとともに、上部組織である「中国地方 建設現場
の生産性向上研究会」に報告・共有し、ICT活用の普及を図っていく。 

【実施内容】 
○ 会員相互の取組状況の情報共有を図る（受注者と連携した現場見学会含む）。 

○ ICT活用技術に関する建設業界の意見把握の実施。 

○ ICT活用技術の普及に向けた課題の情報共有と対応策の実施、普及活動に関すること。（3次元測量～施工に至る各段階で検討） 
○ その他、会長が必要と認めた事項。 

【組織構成】 

○会長 代表事務所長（鳥取、松国、岡河、広国、山口） 

○事務局 ：直轄代表事務所、県・政令市ＩＣＴ土工実施（技術企画課等） ［オブザーバー：整備局技術管理課・施工企画課・港湾空港整備・補償課］  

○県内直轄事務所、県・政令市（技術企画課等、出先事務所）、西日本高速道路株式会社事務所、市町村、 

 各県建設業協会、各県測量設計業協会、各県土木施工管理技士会、各県設技術センター、中国地区港湾空港建設協会連合会、日本建設機械施工協会 

 中国支部、日本建設機械レンタル協会中国支部（必要に応じ、その他協会や民間企業等）          

各県設置状況 … 鳥取県：H29.9.1 島根県：H29.11.29 岡山県：H29.12.25  広島県： H29.10.26  山口県： H29.11.8    

市町村 

整備局 
（技術管理課等） 
※オブ参加 

○○県内 
・直轄事務所 
・県・政令市（技術企
画課等） 
・NEXCO西日本 

連携 

連携 

中
国
地
方 

建
設
現
場
の
生
産

性
向
上
研
究
会 

（
測
量
・
設
計
Ｗ
Ｇ
、
施
工
・
検
査
Ｗ
Ｇ
） ※その他協会（民間企業）（任意） 

連携 

＜各フィールドにおける課題・対策や 
好事例など共有＞ 

協力 

「○○県「 i-Construction推進連絡会」 

各県建設業協会 
各県測量設計業協会 
各県土木施工管理技士会 
各県技術センター 
中国地区港湾空港建設協会連合会 
日本建設機械施工協会中国支部 
日本建設機械レンタル協会 

上部組織 

○○改良工事  

元請＋関連企業 

直轄・県・政令市ＩＣＴ土工 
実施事務所・土木事務所 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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i-Construction推進体制とサポートセンター 

地方ブロック i-Construction 地方協議会 サポートセンター 

北海道 
 北海道開発局i-Construction推進本部 
 ＩＣＴ活用施工連絡会 

 i-Constructionサポートセンター 
 （北海道開発局事業振興部 011-709-2311） 

東北  東北復興i-Construction連絡調整会議 
 東北復興プラットフォーム 
 （東北地方整備局企画部 022-225-2171） 

関東  関東地方整備局i-Construction推進本部 
 ＩＣＴ施工技術の問い合わせ窓口 
 （関東地方整備局企画部 048-600-3151） 

北陸  北陸ＩＣＴ戦略推進委員会 
 北陸i-Conヘルプセンター 
 （北陸地方整備局企画部 025-280-8880） 

中部  i-Construction中部ブロック推進本部 
 i-Construction中部サポートセンター 
 （中部地方整備局企画部 052-953-8127） 

近畿  近畿ブロック i-Construction推進連絡調整会議 
 i-Construction近畿サポートセンター 
 （近畿地方整備局企画部 06-6942-1141） 

中国  中国地方 建設現場の生産性向上研究会 
 中国地方整備局i-Constructionサポートセンター 
 （中国地方整備局企画部 082-221-9231） 

四国  四国ＩＣＴ施工活用促進部会 
 i-Construction四国相談室 
 （四国地方整備局企画部 087-851-8061） 

九州  九州地方整備局 i-Construction推進会議 
 i-Construction普及・推進相談窓口 
 （九州地方整備局企画部 092-471-6331） 

沖縄  沖縄総合事務局「i-Construction」推進会議 
 i-Constructionサポートセンター 
 （沖縄総合事務局開発建設部 098-866-1904） 

○ 産学官が連携・情報共有し、各地域において建設現場の生産性向上に取り組むため、i-Construction地方協議
会を構築 

○ i-Constructionへの相談窓口として各地域にサポートセンターを設置 

国   土   交   通   省 
中国地方整備局 
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